
（参考）ひろしまビジョンに掲げる指標一覧

施策領域 改定後ビジョンの指標 目標値（R7） 目標値（R12）

子供・子育て
安心して妊娠、出産、子育てがで
きると思う者の割合

R2 74.8％
（設定の考え方

変更）
R6 73.8％ 84.0％

子供・子育て
悩みごとがあるとき、だれにも相
談できない、相談したくないと回
答した子供の割合

― ― （新規設定） R5
小学５学生：4.8％
中学２年生：7.3％

小学５年生：2.4％
中学２年生：3.6％

（R10）

子供・子育て
体罰等によらない子育てをして
いる親の割合

― ― （新規設定） R6 81.3％ 90.0％

教育
「遊び 学び 育つひろしまっ子！」
推進プランに掲げる５つの力が
育まれている年長児の割合

R1 73.2％ 80.0％ R6 82.5％ 85.0％

教育
「主体的な学び」が定着している
児童生徒の割合

R1
小：71.1％
中：64.6％
高：64.3％

小：77.0％
中：76.0％
高：72.0％

R6
小：74.5％
中：65.4％
高：68.2％

小：80.0％
中：80.0％
高：80.0％

教育
全国学力・学習状況調査におい
て学力に課題のある児童生徒の
割合

― ― （新規設定） ― ―
小：25.0％
中：25.0％

教育
（削除）
「児童生徒のデジタル活用を指
導する能力」の全国順位

H30
小：18位（74.6％）
中：23位（66.1％）
高：40位（65.2％）

全校種
80.0％以上

R5
小：26位（82.9％）
中：36位（77.4％）
高：15位（85.6％）

（削除）

教育

特別支援学校高等部卒業時に、
自立や社会参加に向けた進路
決定ができたと考えている生徒
の割合

― ― （新規設定） ―

―

※令和８年度に新
たに調査を実施

100.0％

教育
発達段階に応じた情報活用能力
を十分に身に付けている児童生
徒の割合

― ― （新規設定） ―

―

※令和８年度に新
たに調査を実施

小：60.0％
中：60.0％
高：60.0％

教育
（削除）
大学等進学時における転出超過
数

R1 1,187人 620人 R6 2,121人 （削除）

教育 県内大学等の定員充足率 R2 100.9％ （新規設定） R6 91.4％ 100.0％

健康 健康寿命の延伸 H28

男性 71.97年
女性 73.62年

全国平均
男性　72.14年
女性　74.79年

全国平均を上回
り、平均寿命の伸
び以上に延伸

R4

男性72.13年
女性75.85年
全国平均

男性 72.57年
女性 75.45年

全国平均を上回
り、平均寿命の伸

び以上に延伸
（R10）

ビジョン策定時の現状値 現状値
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目標設定の考え方など データの出典

「ひろしまネウボラ」の構築や「共家事・共育て」の定着などの子供・子育て施策を総合的に推進することによ
り、子育て家庭が多面的に見守られ、子育てしやすい環境整備が進むことで、安心して妊娠、出産、子育て
ができると思うことにつながると考えられることから、先行的にネウボラに取り組んでいる市町の水準（83.8％
（R６））を踏まえて、全市町で同水準になることを目指して設定した。
（変更前の目標設定の考え方による目標値（R12）：91.0％）

県子供未来応援課調べ

困りごとや悩みごとがあるとき、相談できる相手がいることや相談先を知っていることが、子供たちの孤独や
不安を解消し、安心して暮らせる社会の実現につながると考えられることから、現状値を半減させることを目
指して設定した。

県子供未来応援課調べ

体罰等によらない子育てをしている親の割合が増加することは、子供の心身の健全な発達に有害な影響を
及ぼす行為に対する理解が深まっていることを表し、そうした行為の減少につながると考えられることから、
先進的に体罰禁止に取り組んだ他国の水準を参考にして設定した。

母子保健課調査
（厚生労働省）

子供が育つ環境に関わらず、全ての乳幼児に「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プランに掲げる５つの力
が育まれ、その後の教育の基礎が培われていることが、本県が目指す「生涯にわたって主体的に学び続け、
多様な人々と協働して新たな価値を創造することのできる人材」の育成に重要であることから、県全体の
85％の乳幼児に、プランに掲げる５つの力が育まれることを目指して設定した。
（変更前の目標設定の考え方による目標値（R12）：80.0％）

県教育委員会調べ

社会で活躍するために必要な資質・能力の育成を図るには、「主体的な学び」が定着している児童生徒が増
えることが必要であると考えることから、県全体の８割の児童生徒に「主体的な学び」が定着することを目指
して設定した。

県教育委員会調べ

全ての児童生徒が社会で活躍するために必要な資質・能力の育成を図るには、児童生徒一人一人の学び
の土台となる「基礎・基本」を徹底し、学力に課題のある児童生徒を減少させる必要があることから、新たな
調査方法における国が想定するＩＲＴバンド１・バンド２の児童生徒の割合が約３割であることを踏まえて、全
国学力・学習状況調査におけるＩＲＴバンド１・バンド２の児童生徒の割合を減少させることを目指して設定し
た。

全国学力・学習状況調査
（文部科学省）

これまでの取組を通じて、一人1台端末は全ての学校で導入され、授業の中でデジタルを活用した取組が県
内全域に定着しつつある中、児童生徒が実際にデジタルの活用によって主体的に学ぶ力を身に付けている
かが重要となってきている。今後は、相対的な順位ではなく、子供の状態を測ることができる指標として、「発
達段階に応じた情報活用能力を十分に身に付けている児童生徒の割合」に見直した。

学校における教育の情報化の
実態等に関する調査
（文部科学省）

障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加の実現に向け、県立特別支援学校の教育内容の充実を図るこ
とにより、県立特別支援学校高等部を卒業する全ての生徒が、自立や社会参加に向けた進路決定ができた
と考えている状態を目指して設定した。

県教育委員会調べ

児童生徒がこれからのデジタル社会において活躍するためには、生成ＡＩ等の先端技術を含めた情報技術
の仕組みや背景を含めた特性の理解と併せて、情報技術が認知や行動に与えるリスクに対応し適切に取り
扱い、情報技術を効果的に活用することが必要であることから、類似の調査で約４割であることを踏まえて、
県全体の６割の児童生徒が発達段階に応じた情報活用能力を十分に身に付けている状態を目指して設定
した。

県教育委員会調べ

「大学等進学時における転出超過数」は、魅力ある高等教育環境が構築され、県内外から多様な人々が集
まっている状態を測る指標として設定していたが、転出超過数は大学等進学者数の増減等の影響も受ける
ことから、より直接的に取組の成果を測ることができる指標として、「県内大学等の定員充足率」に見直した。

学校基本調査
（文部科学省）

県内大学等と連携して、本県の高等教育環境の魅力を高め、広く認知されることにより、県内はもとより、県
外からもより多くの高校生等から選ばれている状態として、県内大学等の定員充足率が100％となることを目
指して設定した。

県高等教育担当調べ
学校基本調査
（文部科学省）

健康上の問題で日常生活に影響がない期間を延伸することで、誰もが生涯にわたり健康で高いＱＯＬを実感
できる社会の実現につながるため、全国的に低位にある現状値を全国平均以上に向上させることを目指し
て設定した。

「健康寿命における将来予測
と生活習慣病対策の費用対効
果に関する研究」
（厚生労働科学研究）
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施策領域 改定後ビジョンの指標 目標値（R7） 目標値（R12）ビジョン策定時の現状値 現状値

医療・介護
広島都市圏の基幹病院が実施
する先進医療技術件数

R1 13件 18件 R6 15件 26件

医療・介護 県内医療に携わる医師数 H30 7,286人 7,332人 R4 7,525人 7,378人

医療・介護
医療や介護が必要になっても、
安心して暮らし続けられると思う
者の割合

― ―
（設定の考え方変

更）
R7 31.8％ 65.0％

地域共生社会
困りごとや悩みに対して地域の
方同士での助け合いができてい
る人の割合

― ―
（設定の考え方

変更）
R6 23.5％ 57.0％

地域共生社会
「広島県は、お互いの人権を尊
重し合うことができている」と感じ
る人の割合

R2 32.4％ （新規設定） R6 36.0％ 42.0％

防災・減災
河川氾濫により床上浸水のおそ
れのある家屋数

R2 約18,000戸 約16,700戸 R6 約16,750戸 約16,000戸

防災・減災
土砂災害から保全される家屋数
≪参考≫保全対象戸数（延べ
数）：約404,000 戸（R2）

R2 約116,000戸 約129,000戸 R6 約131,000戸 約135,000戸

防災・減災
緊急輸送道路の防災対策完了
率

R2 7.8％ （新規設定） R6 34.8％ 59.1％

防災・減災
（削除）
緊急輸送道路の災害時通行止
箇所

H27
～R1

190箇所
160箇所
（R3～R7)

R3～
R6

43箇所 （削除）

防災・減災
避難の準備行動ができている人
の割合

― ―
（設定の考え方

変更）
R6 26.8％ 42.0％

防災・減災 防災人材の育成数 R2 7人 （新規設定） R6 29人 42人

防災・減災
スフィア基準等を踏まえた避難
所開設・運営訓練の実施市町数

― ― （新規設定） R7 ３市町 23市町
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目標設定の考え方など データの出典

若手医師の確保に向けては、先進医療技術に触れる機会を増加させることが、若手医師への魅力向上につ
ながるため、基幹病院におけるR１実績の２倍を目標として設定した。

先進医療会議「先進医療を実
施している医療機関の一覧」
（厚生労働省）

県内の医療提供体制を確保するため、国が示したR18時点における本県の必要医師数の推計値を基に、
R12に必要となる医師数を試算し、目標として設定した。

医師・歯科医師・薬剤師統計
（厚生労働省）

医療・介護・福祉等の複合的なニーズを有する高齢者が増加する中でも、安心して暮らし続けられる環境整
備を図る必要があるため、県民アンケート（Ｒ７）における「あなたは、医療や介護が必要になっても、安心し
て暮らし続けられると感じていますか」という設問で「あまり感じていない」と回答した層（36.9％）の約９割を
「思う」層に引き上げることを目指して設定した。
（変更前の目標設定の考え方による目標値（R12）：82.0％）

県地域共生社会推進課調べ

様々な困りごとや悩みを、住民と多様な主体が連携・協働して解決できる環境は、安心な暮らしにつながると
考えられることから、県民アンケート（R６）における「困りごとや悩みに対して地域の方同士での助け合いが
できている」という設問で「あまりそう思わない」（33.6％）と回答した層を「思う」層に引き上げることを目指して
設定した。
（変更前の目標設定の考え方による目標値（R12）：90.0％）

県地域共生社会推進課調べ

多様性を認め尊重し合う意識が県民に醸成されることを目指し、類似の調査を実施している他県の５年間の
上昇幅を参考に目標を設定した。

県施策形成支援チーム調べ

近年の出水状況や河川の氾濫による社会的影響を考慮した上で、効率的かつ効果的に床上浸水のおそれ
のある家屋数を減らすことを目指して設定した。

県河川課調べ

全国的に多発している土砂災害から県民の命と暮らしを守るため、過去の砂防施設整備効果の実績を踏ま
え、現状値を増加させることを目指して設定した。

県砂防課調べ

発災後における県民の生活を維持確保するため、救援物資等の円滑な輸送や迅速な復旧活動等を支える
緊急輸送道路の強靱化を図り、災害時に通行が妨げられるリスクを有する箇所を現状よりも減らすことを目
指して設定した。

県道路企画課調べ
県建築課調べ

「緊急輸送道路の災害時通行止箇所」は、災害時の状態を測定するものとなっており、災害の有無によって
実績が左右され、施策効果を適切に点検できないため、事前防災を推進できていることを確認できる指標と
して、「緊急輸送道路の防災対策完了率」に見直した。

県道路企画課調べ

災害死ゼロの実現を目指し、県民が平時から必要な準備を行い、避難のタイミングを決め、いざという時に
は、適切な避難行動を実践できるよう、「広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動行動計画」に掲げる５つ
の行動目標それぞれの実績値から、将来の推計値を算出し、目標を設定した。
（変更前の目標設定の考え方による目標値（R12）：100.0％）

県みんなで減災推進課調べ

各市町の災害マネジメントに必要となる人数を確保することに加え、他県で大規模災害が発生し、総括支援
チームを１か月間派遣する場合に必要となる人数を育成することを目指して設定した。

県危機管理課調べ

各市町において、スフィア基準等を踏まえた避難所開設・運営の知識やノウハウを身につけることで、発災
時の適切な避難所運営につながるため、スフィア基準等を踏まえた避難所の開設・運営訓練の実施市町数
を目標値として設定した。

県健康危機管理課調べ
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施策領域 改定後ビジョンの指標 目標値（R7） 目標値（R12）ビジョン策定時の現状値 現状値

治安・暮らしの安全 刑法犯認知件数 R1 14,160件 12,000件以下 R6 14,675件 12,000件

治安・暮らしの安全
体感治安（治安良好と感じる県
民の割合）

H29 85.3％ 90.0％以上 R5 88.4％ 90.0％

治安・暮らしの安全
安全・安心な消費生活を送ること
ができていると思う人の割合

― ― （新規設定） R6 54.9％ 61.0％

治安・暮らしの安全 食中毒による死者数 R2 0人 （新規設定） R6 0人 0人

治安・暮らしの安全 収支が黒字の水道事業体数 R2
20事業体

／22事業体
（新規設定） R6

７事業体
／８事業体

８事業体
／８事業体

環境 温室効果ガス排出量（削減率） H25 5,903万ｔ
5,039万ｔ
（▲15％）

R3
4,725万ｔ

(▲19.9％)
3,574万ｔ

（▲39.4％）

環境
大気環境基準達成率（二酸化硫
黄、一酸化炭素、二酸化窒素）

R2 100.0％ （新規設定） R6 100.0％ 100.0％

環境
水質環境基準達成率（重金属等
有害物質）

R2 100.0％ （新規設定） R6 100.0％ 100.0％

環境
ダイオキシン類環境基準達成率
（大気、公共用水域、土壌）

R2 100.0％ （新規設定） R6 100.0％ 100.0％

環境
３品目(ペットボトル、プラスチック
ボトル、レジ袋)の海岸漂着物

R1 8.4ｔ 7.9ｔ R6 1.5ｔ 1.06t

環境 産業廃棄物の再生利用率 H30 68.5％
（設定の考え方

変更）
R5 70.5％ 71.2％

環境
「暮らしている地域では、身近に
自然を感じることができる」の偏
差値

― ― （新規設定） R6 53.1 54.2

環境
環境保全活動に取り組んでいる
県民の割合

R2 59.9％ （新規設定） R5 69.8％ 75.0％
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目標設定の考え方など データの出典

刑法犯認知件数を減少傾向に転じさせ、これを維持していくため、最近の犯罪情勢やこれまでの減少傾向を
踏まえ、毎年の減少率を3.5％として取組を推進した場合の件数を目標として設定した。
（変更前の目標値（R12）：10,000件）

犯罪統計資料
（広島県）

県民の安全・安心の実感を向上させるためには、自身の居住地域において「治安が良く、安全で安心して暮
らせる地域であると感じる」ことが密接に関係することから、「日本一安全・安心な広島県の実現」を目指し
て、90％以上を目標に設定した。

県政世論調査
（広島県）

県民が安全に安心して消費生活を送ることができている社会の実現に向け、国の類似の調査において水準
が最も高い地域（60.8％（R６））と同程度となることを目指して設定した。

県消費生活課調べ

食品の安全性が確保された姿として、食中毒による死者が発生していない状況が維持されていることを目指
して設定した。

県食品生活衛生課調べ

安全・安心な水を安定供給するため、県内全ての水道事業体の経営が安定していることを目指して設定し
た。

市町公営企業決算　等

H25実績値を基準とし、2050年ネット・ゼロの実現に向けた国の地球温暖化対策計画に基づき、排出削減量
（2,329万t）を算出することにより目標を設定した。
（変更前の目標値（R12）：4,600万ｔ）

県環境政策課調べ

人の健康に関わる有害物質の環境基準（達成すべき行政目標）であるため、達成率100％の継続を目指して
設定した。

県環境保全課調べ

人の健康に関わる有害物質の環境基準（達成すべき行政目標）であるため、達成率100％の継続を目指して
設定した。

県環境保全課調べ

人の健康に関わる有害物質の環境基準（達成すべき行政目標）であるため、達成率100％の継続を目指して
設定した。

県環境保全課調べ

「2050輝くGREEN SEA 瀬戸内ひろしま宣言」において目標としている、瀬戸内海に新たに流入する海洋プラ
スチックごみのうち、特に海岸漂着物量の多い主要３品目（ペットボトル、プラスチックボトル、レジ袋）の新た
な流出をR22までにゼロとすることを目指して設定した。
（変更前の目標値（R12）：6.3ｔ）

県環境保全課調べ

国の目標設定に準じ、製造業等から排出される産業廃棄物の再生利用率等の向上を目指して設定した。
（変更前の目標設定の考え方による目標値（R12）：76.1％）

県産業廃棄物対策課調べ

都市規模が同程度である地方中枢都市を有する都道府県の偏差値の平均（54.2）を上回ることを目指して設
定した。

地域幸福度（Well-Being）調査
（内閣府調査）

環境保全に関する具体的な活動が広く行われている状態となるため、国の類似の調査における水準を超え
ることを目指して設定した。

県環境政策課調べ
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施策領域 改定後ビジョンの指標 目標値（R7） 目標値（R12）ビジョン策定時の現状値 現状値

観光 観光消費額 R1 4,410億円 6,300億円 R6 5,918億円 8,000億円

観光 観光客の満足度 R1 73.4％ 90.0％ R6 79.9％ 90.0％

観光
観光地としての広島県を誇りに
思う住民の割合

R1 72.6％ 80.0％ R6 60.6％ 90.0％

スポーツ・文化
スポーツを楽しめることを誇りに
思う県民の割合

R1 52.4％ 58.7％ R7 61.9％ 65.0％

スポーツ・文化 週に１日以上のスポーツ実施率 R1
県：41.8％

（国：53.6％）
53.4％ R7 50.3％ 65.0％

スポーツ・文化

（削除）
過去１年間に文化芸術活動（鑑
賞・体験等）に参加した県民の割
合

R2
鑑賞活動：48.3％
体験活動：19.5％

鑑賞活動：65.0％
体験活動：35.0％

R6
鑑賞活動：62.3％
体験活動：41.1％

（削除）

スポーツ・文化
文化芸術に親しみ、生活に安ら
ぎや幸せなどの豊かさを実感し
ている県民の割合

― ― （新規設定） R6 58.5％ 63.5％

スポーツ・文化
広島や地域に愛着や誇りを感じ
る文化芸術があると感じる県民
の割合

― ― （新規設定） R6 49.6％ 53.4％

平和
核兵器廃絶に向けた国際的な合
意形成

R2
合意形成方策

の検討

多国間枠組みを
構築することに、
国連加盟国の過

半数が賛同

R6
合意形成に向け
た働きかけを実

施

多国間枠組みに
核兵器国を含む

すべての国が参加

働き方改革・多様な主体
の活躍

リスキリングや女性活躍、働きが
い向上など、人への投資に取り
組み、経営上の成果が現れてい
る企業の割合

― ― （新規設定） R6 21.9％ 30.0％

働き方改革・多様な主体
の活躍

（削除）
従業員が働きがいを感じて意欲
的に働くことができる環境づくり
に取り組む企業（従業員31 人以
上）の割合

R2 30.6％ 50.0％ R5 44.6％ （削除）

産業イノベーション 県の取組による付加価値創出額 ― ― 1,800億円 R5 2,364億円 5,000億円
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目標設定の考え方など データの出典

観光が県経済の成長を支える産業の一つとなることを目指し、平成28年（4,062億円）から倍増させていくこと
を目指して設定した。

広島県観光客数の動向
（広島県観光連盟）

リピートによる総観光客数の増加や、観光地での消費意欲の喚起による観光消費額単価の上昇に不可欠
な要素であることから、現状値も踏まえて、多くの観光客が満足している状態を目指して設定した。

広島県観光地点パラメータ調
査
（広島県観光連盟）

観光は経済的な面だけではなく、来訪者と地域住民の相互理解や交流の促進などを通じて、県民の潤いの
ある豊かな生活にも貢献するものであることから、観光地としての広島県を誇りに思う住民の割合を目標と
し、観光客の満足度と同様に、目標を設定した。

県民向け観光振興に関する住
民満足度調査
（広島県観光連盟）

スポーツアクティベーションひろしまが中心となって、スポーツの多彩な楽しみ方を提供していくことで、10年
間で10ポイント以上の増加を目指して設定した。

県施策形成支援チーム調べ

国の第２期スポーツ基本計画において「成人の週に１日以上のスポーツ実施率」を65％程度としていること
に準じて目標を設定した。

県スポーツ推進課調べ

改定後ビジョンでは、県民の価値観やライフスタイルの多様化を踏まえ、生活に安らぎや幸せなどの豊かさ
をもたらす文化芸術の本質的価値を県民が実感できる状態となるよう目指す姿を見直したことから、その状
態を測る指標として、「文化芸術に親しみ、生活に安らぎや幸せなどの豊かさを実感している県民の割合」に
見直した。

県文化芸術課調べ

文化芸術に親しみ、生活に安らぎや幸せなどの豊かさを実感している県民をR32までに80％以上に増加させ
ることを目指し、平均増加率１％を最大限達成するものとして設定した。

県文化芸術課調べ

県内の豊かな自然や歴史、風土に培われてきた特色ある文化芸術や、地域で新たに生まれた多彩な文化
芸術の魅力が、広く県民に親しまれ、地域への愛着や誇りの醸成につながるよう、国の類似調査において最
も割合が高い地域の水準を参考に設定した。

県文化芸術課調べ

核兵器廃絶のためには、核兵器国を含む全ての国連加盟国の参加が不可欠であり、そのためには、各国の
合意形成を図る必要があることから、目標として設定した。

県国際課平和推進担当(旧平
和推進プロジェクト・チーム）調
べ

県内企業の概ね３社に１社が人的資本経営による成果を実感することが、人的資本経営が先駆的に進んで
いる状態と考え、目標を設定した。

広島県職場環境実態調査
（広島県）

改定後ビジョンでは、県内企業において人的資本経営が先駆的に進み、企業成長が実現している状態とな
るよう目指す姿を見直したことから、現行ビジョン指標の働きがい向上に加え、リスキリングや女性活躍など
の要素も含めた指標として、「リスキリングや女性活躍、働きがい向上など、人への投資に取り組み、経営上
の成果が現れている企業の割合」に見直した。

広島県職場環境実態調査
（広島県）

他地域より競争優位性を有した力強い産業構造を目指し、基幹産業、バイオ・ヘルスケア関連分野、環境・
エネルギー分野、観光関連産業など、県の取組分野における10年後の付加価値額の推計値を基に目標を
設定した。

県商工労働局調べ
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施策領域 改定後ビジョンの指標 目標値（R7） 目標値（R12）ビジョン策定時の現状値 現状値

農林水産業 農業算出額（畜産物除く） R2 703億円 736億円 R6 906億円 976億円

農林水産業
（削除）
農業生産額１千万円以上の経営
体数

H30 605経営体 655経営体 R6 654経営体 （削除）

農林水産業
（削除）
農業生産額１千万円以上の経営
体生産額

H30 234億円 275億円 R6 299億円 （削除）

農林水産業
広島血統和牛の取引額（広島食
肉市場）

R2 9.3億円 （新規設定） R6 8.6億円 12.4億円

農林水産業
（削除）
比婆牛を取り扱う高級飲食店の
増加数

H30 ― 10店舗 R6 ７店舗 （削除）

農林水産業
（削除）
広島和牛を肥育する企業経営体
数

H30 ２経営体 ５経営体 R6 ５経営体 （削除）

農林水産業
（削除）
広島和牛を肥育する企業経営体
の飼養頭数

H30 1,800頭 2,730頭 R6 2,480頭 （削除）

農林水産業 県産材（スギ・ヒノキ）生産量 R2 34.8万㎥ （新規設定） R6 38.9万㎥ 40万㎥

農林水産業
（削除）
集約化された林業経営適地の面
積

H30 0ha 1.8万ha R6 1.4万ha （削除）

農林水産業 かき生産量 R2 17,200ｔ （新規設定） R6 16,900ｔ 17,000ｔ

農林水産業
（削除）
かき輸出量

H30 1,500t 2,000t R6 1,760t （削除）

農林水産業 海面漁業生産額 R2
65億円

（H28-R2平均）
（新規設定） R5

68億円
（R1-5平均）

70億円
（R8-12平均）

農林水産業

（削除）
海面漁業※生産額800万円以上
の担い手数

※いわしを除く

H30 50経営体 71経営体 R6 43経営体 （削除）

農林水産業

（削除）
海面漁業※生産額800万円以上
の担い手生産額

※いわしを除く

H30 7億円 11億円 R6 4.7億円 （削除）
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目標設定の考え方など データの出典

企業経営体の育成が進むなど、農産物の生産拡大に向けた取組が概ね順調に進捗しており、今後もスマー
ト農業の実装や担い手への農地集積などにより、地域の持続性を確保するとともに、経済として成長を実感
できる状態として、現状値から増加させる目標を設定した。
（変更前の目標値（R12）：746億円）

生産農業所得統計
（農林水産省）

「農業生産額１千万円以上の経営体数」及び「農業生産額１千万円以上の経営体生産額」は、将来の生活
設計を描ける経営を確立する担い手の育成と経営発展を目標として個別に設定していたが、それぞれが相
互に実現されている状態を測ることができ、また、目指す姿である、生産性の高い農業が確立され、企業経
営を実践する経営体をはじめ多様な担い手が連携しながら農産物の生産が拡大している状態を測ることが
できる指標として、「農業算出額（畜産物除く）」に見直した。

県農業経営課調べ

【再掲】
「農業生産額１千万円以上の経営体数」及び「農業生産額１千万円以上の経営体生産額」は、将来の生活
設計を描ける経営を確立する担い手の育成と経営発展を目標として個別に設定していたが、それぞれが相
互に実現されている状態を測ることができ、また、目指す姿である、生産性の高い農業が確立され、企業経
営を実践する経営体をはじめ多様な担い手が連携しながら農産物の生産が拡大している状態を測ることが
できる指標として、「農業算出額（畜産物除く）」に見直した。

県農業経営課調べ

広島和牛を牽引する比婆牛や神石牛等の広島血統和牛が、県民や観光客に対して価値の高い食資産とし
て認知が高まっている状態と、その需要の増加に応じた生産が実現している状態として、目標を設定した。

県畜産課調べ

「比婆牛を取り扱う高級飲食店の増加数」、「広島和牛を肥育する企業経営体数」、「広島和牛を肥育する企
業経営体の飼養頭数」は、比婆牛の付加価値の向上と、その生産を支える企業経営体数や飼養頭数の増
加を目標として個別に設定していたが、比婆牛のブランド化の取組を波及させることによる他の広島血統和
牛も含めた付加価値の向上とそれを支える生産体制の強化が相互に実現されている状態を測ることができ
る指標として、「広島血統和牛の取引額（広島食肉市場）」に見直した。

県畜産課調べ

【再掲】
「比婆牛を取り扱う高級飲食店の増加数」、「広島和牛を肥育する企業経営体数」、「広島和牛を肥育する企
業経営体の飼養頭数」は、比婆牛の付加価値の向上と、その生産を支える企業経営体数や飼養頭数の増
加を目標として個別に設定していたが、比婆牛のブランド化の取組を波及させることによる他の広島血統和
牛も含めた付加価値の向上とそれを支える生産体制の強化が相互に実現されている状態を測ることができ
る指標として、「広島血統和牛の取引額（広島食肉市場）」に見直した。

県畜産課調べ

【再掲】
「比婆牛を取り扱う高級飲食店の増加数」、「広島和牛を肥育する企業経営体数」、「広島和牛を肥育する企
業経営体の飼養頭数」は、比婆牛の付加価値の向上と、その生産を支える企業経営体数や飼養頭数の増
加を目標として個別に設定していたが、比婆牛のブランド化の取組を波及させることによる他の広島血統和
牛も含めた付加価値の向上とそれを支える生産体制の強化が相互に実現されている状態を測ることができ
る指標として、「広島血統和牛の取引額（広島食肉市場）」に見直した。

県畜産課調べ

資源循環林４万haにおいて、将来にわたって持続的な林業経営が行われている状態を実現するために必要
な県産材（スギ・ヒノキ）の年間の生産量を目標として設定した。

県林業課調べ

「集約化された林業経営適地の面積」は、毎年40万㎥の木材を安定的に生産するために必要な面積を測る
指標として設定していたが、将来にわたって持続的な林業経営が行われている状態を測ることができる指標
として、「県産材（スギ・ヒノキ）生産量」に見直した。

県林業課調べ

広島県のかき養殖漁場は、年間２万トンの生産量を支える能力を有するものの、近年の海水温の上昇や海
の貧栄養化の影響がより深刻化していることから、喫緊の課題であるへい死や成育不良の増加を食い止め
ながら、現状の生産量を維持することを目指して設定した。

県水産課調べ

将来的な生鮮かきの国内需要の減少が見込まれるため、海外における販路拡大を目指し、「かき輸出量」を
目標として設定していたが、海水温の上昇や海の貧栄養化の影響がより深刻化してきていることから、生産
体制の再構築を優先することとし、その状態を測ることができる指標として、「かき生産量」に見直した。

県水産課調べ

近年、減少傾向にある漁獲量を現行水準に維持するとともに、「瀬戸内さかな」が広島を代表する食資産に
成長することで需要が喚起されている状態として、現状値から増加させる目標を設定した。

漁業産出額
（農林水産省）

「海面漁業生産額800万円以上の担い手数」及び「海面漁業生産額800万円以上の担い手生産額」は、持続
的な漁業生産体制を確立するための目標として個別に設定していたが、海面漁業全体の漁獲量の維持と、
付加価値の向上が相互に実現されている状態を測ることができる指標として、「海面漁業生産額」に見直し
た。

県水産課調べ

【再掲】
「海面漁業生産額800万円以上の担い手数」及び「海面漁業生産額800万円以上の担い手生産額」は、持続
的な漁業生産体制を確立するための目標として個別に設定していたが、海面漁業全体の漁獲量の維持と、
付加価値の向上が相互に実現されている状態を測ることができる指標として、「海面漁業生産額」に見直し
た。

県水産課調べ
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施策領域 改定後ビジョンの指標 目標値（R7） 目標値（R12）ビジョン策定時の現状値 現状値

持続可能なまちづくり 居住誘導が進展している市町数 ― ― （新規設定） R7 12市町 20市町

持続可能なまちづくり
（削除）
居住誘導区域内人口密度

R2 60.3人/ha 60.2人/ha R6 59.1人/ha （削除）

持続可能なまちづくり
（削除）
日常生活サービスの徒歩圏充足
率

R2 52.7％ 54.0％以上 R6 53.0％ （削除）

持続可能なまちづくり 公共交通の機関分担率 R2 18.7％ 19.0％ R6 19.9％ 20.0％

持続可能なまちづくり
防災上危険が懸念される地域の
居住人口

R2 120千人 110千人 R6 108.9千人 100千人

持続可能なまちづくり
自然と都市の魅力を享受し、質
の高い暮らしができると感じる県
民の割合

R1 62.6％ 66.0％ R6 53.2％ 70.0％

中山間地域
（削除）
人材プラットフォーム「ひろしま里
山・チーム500」の登録人数

R1 345人 680人 R6 783人 （削除）

中山間地域
地域コミュニティ活動が展開でき
ている住民自治組織の割合

― ― （新規設定） R7 74.8％ 75.0％

中山間地域

（削除）
中小企業と外部人材のマッチン
グサポート機関を通じて外部人
材を活用する中小企業数

― ― 290社 R6 54社 （削除）

中山間地域
働くところが少ないと感じる中山
間地域の住民の割合

R2 76.7％ （新規設定） R6 73.2％ 70.0％

中山間地域
（削除）
デジタル技術を活用した課題解
決モデルの創出

― ― 10件以上 R6 22件 （削除）

中山間地域
生活を満足と感じる中山間地域
の住民の割合

R2 67.6％ （新規設定） R6 41.1％ 60.0％

中山間地域
地域で支え合う新たな交通サー
ビスを交通計画に位置付け、取
組を進める市町数

― ― 19市町 R6 12市町 19市町

119 



目標設定の考え方など データの出典

県内全域で持続可能な集約型都市構造を実現するためには、立地適正化計画を策定する全市町で居住誘
導が進む必要があることから、立地適正化計画策定対象の20市町を目標に設定した。

県都市計画課調べ

「居住誘導区域内人口密度」及び「日常生活サービスの徒歩圏充足率」は、地域特性や規模に応じた拠点ご
とに必要な都市機能の集約や居住の誘導を測る指標として設定していたが、市町における計画策定が進
み、計画策定から一定期間が経過する中で、人口減少の影響を排除した上で居住誘導の効果をより適切に
測ることができる、居住誘導区域内外の人口密度の推移に着目することとし、「居住誘導が進展している市
町数」に見直した。

県都市計画課調べ

【再掲】
「居住誘導区域内人口密度」及び「日常生活サービスの徒歩圏充足率」は、地域特性や規模に応じた拠点ご
とに必要な都市機能の集約や居住の誘導を測る指標として設定していたが、市町における計画策定が進
み、計画策定から一定期間が経過する中で、人口減少の影響を排除した上で居住誘導の効果をより適切に
測ることができる、居住誘導区域内外の人口密度の推移に着目することとし、「居住誘導が進展している市
町数」に見直した。

県都市計画課調べ

県内の通勤通学時公共交通利用者数の県内15歳以上人口に対する割合を現状値から増加させ、公共交通
等の持続的な運行維持を図ることを目指して設定した。

県都市計画課調べ

安全・安心で豊かな生活を支える「持続可能な集約型都市構造」の実現に向けては、防災上危険が懸念さ
れる地域の居住人口を減少させることが重要であることから、現状値の約９割を目指して設定した。

県都市計画課調べ

自然と都市の調和した質の高い暮らしを享受できている県民の割合を現状値よりも高めることを目指して、
意識醸成が図られている状態として70％を目標として設定した。

県施策形成支援チーム調べ

これまでの取組を通じて、中山間地域における地域づくりの実践者は着実に増えている。今後は、こうした人
材と地域（住民自治組織）との結びつきの強化等により、地域の課題解決や地域コミュニティ活動の持続性
の確保につなげていくことが重要であることから、目指す姿の状態をより直接的に測ることができる指標とし
て、「地域コミュニティ活動が展開できている住民自治組織の割合」に見直した。

県中山間地域振興課調べ

人口減少や少子化・高齢化が進展する中山間地域の活力を生み出し、持続可能なものとしていくためには、
住民自治組織を基盤とする地域コミュニティの活動が展開されていることが必要であり、「ひろしま里山・チー
ム500」をはじめ、地域の活力創出に資する人材と、地域（住民自治組織）との結びつきを強化し、地域の課
題解決を促していくことで活動の持続性を確保することを目指し、とりわけ人口減少等が著しい全域過疎市
町の現状水準維持を目標に設定した。

県地域力創造課調べ

地域産業が維持・成長し、働き続けられる環境が整いつつある状態となることが重要であることから、その状
態を測る指標として、「働くところが少ないと感じる中山間地域の住民の割合」に見直した。

県中山間地域振興課調べ

中山間地域が次世代にわたって持続可能な地域社会であり続けるために必要な、生活の糧を得る「仕事づ
くり」について、着実に施策を実行していくことで、現状より改善することを目指して設定した。

県中山間地域振興課調べ

地域の実態に応じた生活基盤の確保によって、人々が安心して暮らせる生活環境づくりが進んでいる状態と
なることが重要であることから、その状態を測る指標として、「生活を満足と感じる中山間地域の住民の割
合」に見直した。

県中山間地域振興課調べ

中山間地域が次世代にわたって持続可能な地域社会であり続けるために必要な、安心な暮らしを支える「生
活環境づくり」について、着実に施策を実行していくことで、過去３回の調査結果（平均値56.1％）よりも向上
することを目指して設定した。

県中山間地域振興課調べ

利用者の減少等により生活交通の維持が特に厳しくなる中山間地域においては、地域で支え合う新たな交
通サービスが必要となるため、中山間地域を有する全ての市町で取組が進んでいることを目指して設定し
た。

県公共交通政策課調べ
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施策領域 改定後ビジョンの指標 目標値（R7） 目標値（R12）ビジョン策定時の現状値 現状値

交流・連携基盤 広島空港利用者数 R1 297万人 310万人 R6 287万人 494万人

交流・連携基盤 年間渋滞損失時間 R1 4,500万時間 3,500万時間 R6 4,180万時間 3,000万時間

交流・連携基盤
クルーズ客船観光客による推計
消費額

― ― （新規設定） R6 488百万円 846百万円

交流・連携基盤
輸配送のために必要な人材を確
保できている県内トラック運送事
業者の割合

― ― （新規設定） R7 36.3％ 41.0％

交流・連携基盤 県内港におけるコンテナ取扱量 R1 36万TEU 42万TEU R6 35万TEU 48万TEU
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目標設定の考え方など データの出典

広島空港の利用者数増が、ビジネスや観光等で県内外を移動する人が便利で快適に移動できていることを
表すと考え、広島国際空港（ＨＩＡＰ）と連携し、航空路線の往来実績データ等を踏まえた需要予測に基づいて
目標を設定した。
（変更前の目標値（R12）：360万人）

県空港振興課調べ

日常生活や経済活動において、利用頻度が最も高い移動手段である自動車交通の定時性や速達性を確保
することが、利便性の向上や物流の効率化につながることから、主要渋滞箇所等における対策の取組状況
を踏まえて目標を設定した。

県道路企画課調べ

クルーズ客船観光客による観光消費額が、寄港時に地域の魅力に触れ、高い満足度を得たことを表す指標
と捉え、R５～R６に実施したクルーズ客船乗客行動調査の結果を基に、世界のクルーズ旅客需要予測を踏
まえて目標を設定した。

県港湾振興課調べ

持続可能で最適な物流ネットワークの構築に当たっては、輸送力の確保が不可欠であるが、輸送力の大部
分を担うトラック運送事業者における人手不足が喫緊の課題となっており、今後、ドライバーの担い手不足が
懸念される中でも、県内事業者の人材の充足状況を現状値よりも改善させることを目指して設定した。

県経営革新課調べ

港湾物流における輸送量の増加やそれに伴う航路拡充によって、荷主ニーズに応じた最適な物流ネット
ワークの構築が達成されることから、輸送量に関する指標として、県内港の港湾計画の策定時に推計した
R12年の貨物取扱量を目標として設定した。

県港湾漁港整備課調べ
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（参考）用語解説

用語 かな表記 語義 該当頁

アーバンスポーツ あーばんすぽーつ
街中の遊びの中から生まれた都市型スポーツ。種目としては、BMXフリースタ
イルやスケートボード、パルクール、ローラーフリースタイル、ブレイキンなどが
ある。

82

IRTバンド あいあーるてぃーばんど

IRTは、Item Response Theory（項目反応理論）の略。児童生徒が問題に正しく
答えられたかどうかが、問題の特性（難易度や測定の正確さ）によるのか、そ
れとも児童生徒の学力によるのかを区別して分析し、それに基づいて児童生
徒の学力を数値化（IRTスコア）する統計理論のこと。
IRTバンドは、そのIRTスコアを５段階に区切ったもので、IRTバンド３が基準の
バンド、IRTバンド１が最も低いバンドを指す。

56

ＩｏＴ あいおーてぃー
Internet of Things の略。これまで主にパソコンやスマートフォンなどの情報機
器が接続していたインターネットに、産業用機器から自動車、家電製品までさ
まざまな「モノ」をつなげる技術。

3、67

アスリート育成パスウェイ
あすりーといくせいぱす
うぇい

子どもがスポーツに触れてからトップアスリートに至るまでの過程。 85

ｅスポーツ いーすぽーつ
Electronic Sports の略。コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦を
スポーツ競技として捉える際の名称。

82

育成就労制度 いくせいしゅうろうせいど
技能移転による国際貢献を目的とする技能実習制度を抜本的に見直し、国内
の人手不足分野における人材の育成・確保を目的とする制度。（令和９年４月
１日施行予定）

10、89

一般社団法人へいわ創
造機構ひろしま
（略称「ＨＯＰe」）

いっぱんしゃだんほうじん
へいわそうぞうきこうひろ
しま（りゃくしょう「ほー
ぷ」）

令和７年11月に、広島県などにより設立された一般社団法人。広島が国際平
和拠点として期待される役割を発揮していくため、平和に関する資源の集積機
能等を備え、国連におけるＮＧＯとしての活動を行うことなどを目指して法人化
した。

4、87

イノベーション いのべーしょん
これまでの発想や手法にとらわれることなく、新しいアイデアで、モノや情報、
仕組みなどを組み合わせることにより、新たな価値を創造していくこと。

4、23、34、35、
37、79、88、91、
92、93、96、98

インフラ いんふら
特定の人のものではなく、全ての住民の生活を支える基盤として適切な維持、
円滑な運営が求められるものの総称。

11、12、69、70

インフラマネジメント いんふらまねじめんと
限られた財源で県民サービスを継続的に提供するため、公共インフラの計画・
整備や維持管理を効率的かつ効果的に進める戦略的な取組。

19、67、70

ＡＩ えーあい
Artificial Intelligence（人工知能）の略。コンピュータがデータを分析し、推論・
判断、最適化提案、課題定義・解決・学習などを行う、人間の知的能力を模倣
する技術。

3、11、23、45、
55、56、57、58、
67、91、93

ＡＩガバナンス えーあいがばなんす

AIの利活用によって生じるリスクをステークホルダーにとって受容可能な水準
で管理しつつ、そこからもたらされる正のインパクト（便益）を最大化することを
目的とする、ステークホルダーによる技術的、組織的、及び社会的システムの
設計並びに運用。

11

ＳＤＧｓ えすでぃーじーず

Sustainable Development Goals の略。「持続可能な開発のための2030アジェ
ンダ」にて記載された、2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目
標（2015年９月に国際サミットで採択）。17のゴール・169のターゲットから構
成。

78

ＮＧＯ えぬじーおー

Non-Governmental Organization の略。貧困、飢餓、環境などの世界的な問題
に対して、政府や国際機関とは違う民間の立場から国境や民族、宗教の壁を
越え、利益を目的とせずにこれらの問題に取り組む団体。途上国の貧困問題
に取り組む国際協力ＮＧＯや地球環境問題に取り組む環境ＮＧＯ、平和協力
や人権問題に関わる ＮＧＯなど関わる問題ごとに役割が異なる。

87
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用語 かな表記 語義 該当頁

おいしい！広島 おいしい！ひろしま
「ひろしまは美味しさの宝庫である」というブランドイメージの向上を目指し、多
様な主体と連携して、広島ならではの多彩な食の魅力を磨き、発信していくこと
で、広島の食文化の発展的継承につなげていく取組。

22、81、96、97

オープン・イノベーション おーぷん・いのべーしょん
自社技術だけでなく、他社が持つ技術やアイデアを組み合わせて、革新的な
商品やビジネスモデルを生み出すこと。

91

海面漁業 かいめんぎょぎょう
海面において、利潤又は生活の資を得るために、生産物の販売を目的として、
水産動植物を採捕すること。

94、95、96

海洋生分解性プラスチッ
ク

かいようせいぶんかいせ
いぷらすちっく

ある一定の条件の下で微生物などの働きによって分解し、最終的には二酸化
炭素と水にまで変化する性質を持つもののうち、海洋中で生分解するプラス
チック。

75

観光プロダクト かんこうぷろだくと
自然、歴史・文化、食など、地域の観光資源を活用した観光商品や体験プログ
ラム等。

22、79、81、106

緩和ケア かんわけあ
がんと診断された時から、身体・精神的な苦痛を緩和する目的で患者や家族
に提供される、医療を含むケア全般。

61

企業経営体 きぎょうけいえいたい
農業経営において明確なビジョンを掲げ、従業員の育成や財務管理等のマネ
ジメントを着実に実施しながら、効率的かつ持続的な経営発展を行うことがで
きる法人経営体。

4、25、95、96、
97

技能実習 ぎのうじっしゅう
開発途上地域などへの技能移転を通じた国際貢献を目的に、外国人が日本
で一定期間、技術や技能を習得するために1993年に創設された在留資格。

10、89

ＱＯＬ きゅーおーえる
Quality Of Life の略。一般的には生活者の満足感・安心感・幸福感を規定して
いる諸要因となる質を指す。生活を質と捉え、安全で安心して快適に生活でき
ることを重視した考え方。

59

居住誘導区域 きょじゅうゆうどうくいき

都市再生特別措置法に基づき市町が策定する立地適正化計画において、人
口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、
生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区
域として定める区域。

99

グローバルゲートウェイ ぐろーばるげーとうぇい
世界各国と多方面、多頻度の航空路線・航路で結ばれた国際競争力の高い
拠点となる空港・港湾。

107

刑法犯認知件数
けいほうはんにんちけん
すう

刑法に規定する罪（道路上の交通事故に係る第211条の罪を除く）及び暴力行
為等処罰ニ関スル法律などに規定する罪について、警察が、その発生を認知
した事件の数。

72、73

ゲノム解析及び編集技術
げのむかいせきおよびへ
んしゅうぎじゅつ

生物が持つ遺伝情報を解明し、自然界ではランダムに起きる突然変異を狙っ
た場所で起こす技術。従来の品種改良で得られるものと同等のものを、効率
的かつ迅速に作ることができると期待されている。

93

健康危機管理 けんこうききかんり
医薬品、食中毒、感染症などにより、生命と健康の安全を脅かす事態が発生
した場合や発生するおそれがある場合に、健康被害の発生予防、治療、拡大
防止を図ること。

61
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用語 かな表記 語義 該当頁

健康経営 けんこうけいえい
従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性を高める投資であるとの
考え方のもと、健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。

60

健康寿命 けんこうじゅみょう

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間の平均（算定
方法：国民生活基礎調査における質問の「あなたは現在、健康上の問題で日
常生活に何か影響がありますか」に対する「ない」の回答を日常生活に制限な
しと定め、算定する）。

59、84

高度医療・人材育成拠点
こうどいりょう・じんざいい
くせいきょてん

本県が整備を予定している、高度な医療や様々な症例が集積された全国トッ
プレベルの高水準かつ安全な医療を提供する機能や、医育機関等との連携に
よる医療人材育成機能、県の医療提供体制を支える機能を持つ拠点。

61、63

こだわり漁師 こだわりりょうし
最高に美味しい瀬戸内さかなを獲るために情熱を注ぐ、漁場選びや漁法、魚
の取扱いなどにこだわりを持つ漁師。

96

困難な状況にある女性
こんなんなじょうきょうに
あるじょせい

性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により、
日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難な問題を抱える、あるいは抱え
るおそれのある女性。年齢、障害の有無、国籍を問わず、全ての女性を対象と
している。

19、20、64、65、
66

コンピテンシー こんぴてんしー
単なる知識や技術だけでなく、態度などを含む様々な心理的、社会的なリソー
ス（主体性・積極性・協調性・協働力・回復力等）を活用して、複雑な要求（課
題）に対応することができる実践能力や行動特性。

55

コンベンション施設 こんべんしょんしせつ
会議や見本市などの大規模な催しを行うことのできるホールや展示場などの
施設。

37、98

災害マネジメント さいがいまねじめんと
災害フェーズに応じて、自治体が対応すべき事項を関係機関と連携しながら
総合的に管理・運営すること。

68

里親 さとおや
何らかの事情により家庭での養育が困難又は受け入れられなくなった子供等
に、愛情と正しい理解を持った家庭環境の下での養育を提供する制度。

54

資源循環林 しげんじゅんかんりん 木材生産を行う林業経営を通じて適切に維持・管理された森林。 94、95

社会的養護 しゃかいてきようご
保護者のない子供や、保護者に監護させることが適当でない子供を、公的責
任で社会的に養育し、保護するとともに、養育に大きな困難を抱える家庭への
支援を行うこと。

53、54

情報活用能力
じょうほうかつようのうりょ
く

コンピュータ、情報通信ネットワーク、ＡＩ、メディア等の情報技術の特性を理解
し、情報モラルや権利・責任に配慮して適切に取り扱い、その上で情報の収
集、整理・比較、発信・伝達などに情報技術を活用する力。

56

人生100年時代 じんせいひゃくねんじだい

海外の研究によると、日本では2007年生まれの２人に１人が100歳を超えて生
きる「人生100年時代」を迎えると予測したことから由来している。高齢者から若
者まで、全ての国民に活躍の場があり、全ての人が元気に活躍し続けられる
社会、安心して暮らすことのできる社会をつくることが重要な課題となってい
る。

59

人的資本経営 じんてきしほんけいえい
人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的な企
業価値向上につなげる経営の在り方。

24、88、89、90
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用語 かな表記 語義 該当頁

スタートアップ すたーとあっぷ
革新的な技術やビジネスモデルを有し、短期間での急成長を目指す企業のこ
と。

93

スポーツアクティベーショ
ンひろしま（ＳＡＨ）

すぽーつあくてぃべーしょ
んひろしま（えすえーえい
ち）

スポーツを通じた魅力ある地域づくりに向け、県・市町・スポーツ団体等、様々
な主体が一体となって取組を進めていくための組織（広島版スポーツコミッショ
ン）。

83

スマートシティ すまーとしてぃ
都市の抱える諸課題に対して、デジタル技術を活用したマネジメント（計画、整
備、管理・運営など）が行われ、全体最適化が図られた持続可能な都市又は
地区。

26、100

スマート農業 すまーとのうぎょう
ＡＩ/ＩｏＴや、ロボット、ドローンなどの先端技術を活用して農作業の省力化・生
産性の飛躍的な向上・農産物の高品質化を実現する新たな農業の在り方。

25、94、95、96

瀬戸内さかな せとうちさかな
瀬戸内海で獲れる多様な魚介類を表す総称。魚種や漁獲エリアは限定せず、
牡蠣やコイワシ、ワタリガニ等、幅広い魚介類を対象とし、養殖も含む。

25、94、95、96、
97

先進医療技術 せんしんいりょうぎじゅつ
厚生労働省の先進医療会議において安全性、倫理性、有効性などが確認され
た新技術。国が定める施設基準に適合する医療機関が、保険診療と併用して
実施することができる。

62

待機児童 たいきじどう
認可保育所等や放課後児童クラブの利用申込がなされているが、利用できて
いない児童。ただし、特定の保育所等や放課後児童クラブを希望するなど、保
護者の私的な理由により待機している場合を除く。

53

大水深岸壁 だいすいしんがんぺき
東南アジア航路等に投入されるコンテナ船に対応した水深を有する岸壁（通常
は水深12ｍより深い）。

107

ダブルケア だぶるけあ 子育てと親や親族の介護が同時期に発生する状態。 62

地域子育て支援拠点
ちいきこそだてしえんきょ
てん

地域の身近なところで、気軽に親子の交流や子育て相談ができる場。公共施
設や保育所など、様々な場所で、行政やＮＰＯ法人などが担い手となってい
る。

51

地域包括ケアシステム
ちいきほうかつけあしす
てむ

高齢者が可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常
生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援などの
サービスを包括的に提供するという考え方。また、そうした考え方に基づく地域
での体制。

20、62、63

中山間地域 ちゅうさんかんちいき
「離島振興法」、「山村振興法」、「半島振興法」及び「過疎地域の持続的発展
の支援に関する特別措置法」のいずれかにより指定等をされた地域。

4、19、26、27、
37、38、39、47、
96、101、102、
103、104

TEU てぃーいーゆー
Twenty-foot Equivalent Unit の略。コンテナ取扱個数の単位で、20フィートコ
ンテナ1個を１TEUとして換算。

106

ＤＸ（デジタルトランス
フォーメーション）

でぃーえっくす（でじたると
らんすふぉーめーしょん）

デジタル技術を活用して、生活に関わるあらゆる分野（仕事、暮らし、地域社
会、行政）において、ビジネスモデル、オペレーション、組織、文化などの在り方
に変革を起こすこと。

11、24、33、45、
47、63、89、90、
107
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用語 かな表記 語義 該当頁

DPAT でぃーぱっと
Disaster Psychiatric Assistance Team の略。災害等の後に被災者及び支援
者に対して、精神科医療及び精神保健活動の支援を行うため、専門的な研
修・訓練を受けた災害派遣精神医療チーム。

63

DHEAT でぃーひーと

Disaster Health Emergency Assistance Team の略。災害が発生した際に、被
災都道府県等の保健医療福祉調整本部及び保健所が行う、被災地方公共団
体の保健医療行政の指揮調整機能等を支援するため、専門的な研修・訓練を
受けた都道府県等の職員により構成するチーム。

63

ＤＶ でぃーぶい

Domestic Violence の略。ここでは、配偶者からの暴力（身体に対する暴力、
精神的暴力、性的暴力及び経済的暴力）のことを指している。なお、配偶者に
は、事実上婚姻関係と同様の事情にある者や生活の拠点を共にする交際相
手、また元配偶者等を含む。

19、20、64、65、
66

DMAT でぃーまっと

Disaster Medical Assistance Team の略。大地震及び航空機・列車事故等の
災害時や、新興感染症等のまん延時に、地域において必要な医療提供体制を
支援し、傷病者の生命を守るため、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣医
療チーム。

63

デジタルリテラシー でじたるりてらしー デジタル技術に関する基本的な事項や活用に関する知識、理解。 55、57、58

特定技能 とくていぎのう
深刻な人手不足の状況に対応するため、一定の専門性・技能を有し、即戦力
となる外国人材を受け入れるため、改正出入国管理法に基づき平成31年
（2019年）４月に創設された在留資格。

10、89

トップス広島 とっぷすひろしま
広島に拠点を置く12のトップスポーツチームがネットワークをつくり、子供たち
にスポーツの楽しさを伝える活動を中心に、広島のスポーツ全体を盛り上げて
いくために様々な活動をしているNPO法人。

85

共家事・共育て ともかじ・ともそだて
家庭内で夫婦（パートナー同士）が話し合って家事・育児を分担し、協力して取
り組むこと。

18、28、31、51、
52、53、54

ネット・ゼロカーボン社会
ねっと・ぜろかーぼんしゃ
かい

二酸化炭素（CO₂）などの温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と、再
利用等による除去量とが均衡した、温室効果ガス排出実質ゼロの社会。

75、78

８０５０問題 はちまるごうまるもんだい
長期間のひきこもりなどにより、50代前後の子を80代前後の高齢の親が養い
続けていることで発生する社会問題。

62

ハブ はぶ
ハブ（HUB）とは本来、集約点や中心といった意味で広く用いられている中、地
域のハブとして、地域における多くの人をつなげる中心的役割として捉える概
念。

104

バリューチェーン ばりゅーちぇーん
商品を最終的なユーザーに提供するまでの、企画、開発・設計、組立・製造、
販売、サービスといった価値創造の工程の連なり。

96

BCP びーしーぴー
Business Continuity Plan の略。医療機関におけるBCP（業務継続計画）とは、
大規模な自然災害時や新型インフルエンザ等の感染症まん延時においても医
療提供体制を継続するために必要となる計画。

63

ビッグデータ びっぐでーた
デジタル化の更なる進展やネットワークの高度化、ＩｏＴ関連機器の小型化・低
コスト化等によって得られる膨大なデータ （スマートフォン等を通じた位置情報
や行動履歴、インターネットやテレビでの視聴・消費行動等に関する情報等）。

45、70
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用語 かな表記 語義 該当頁

広島型カーボンサイクル
ひろしまがたかーぼんさ
いくる

二酸化炭素（CO₂）を炭素資源（カーボン）と捉え、広島県の強みを生かしなが
ら、生産活動における再利用や、海洋中でCO₂に分解される海洋生分解性プラ
スチック等の普及促進などにより、海洋を含む地球上において、炭素を循環さ
せる仕組み。

75、78

広島血統和牛 ひろしまけっとうわぎゅう
江戸時代後期に、比和村（現庄原市比和町）の岩倉六右衛門が作り出した黒
毛和牛４大ルーツのひとつ「岩倉蔓」に代表される、広島県固有の血統を現在
も引き継ぐ広島県産和牛。

95、97

ひろしま里山・チーム500
ひろしまさとやま・ちーむ
ごーまるまる

広島県が運営する中山間地域に関する地域づくり実践者の人材プラットフォー
ム。

4、102

ひろしまサンドボックス ひろしまさんどぼっくす

最新のデジタル技術の活用を通じて、広島県内の企業・自治体が新たな付加
価値の創出や課題解決に取り組めるよう、技術や専門性を有する県内外の企
業や人材を呼び込み、共創により試行錯誤できるオープンな実証を推進する
取組。

4

ひろしまネウボラ ひろしまねうぼら

子育ての安心感を醸成するため、全ての子育て家庭を対象に、傾聴・対話に
よるポピュレーションアプローチ（リスクの高低に関わらず集団全体への働きか
けを行うこと）を行い、子育て家庭との間に信頼関係を構築しながら、リスクに
対しては早期に適切な支援を提供するなど、妊娠期から子育て期まで見守り・
支援する体制。

3、51、52、54

ひろしまブランド ひろしまぶらんど
広島県の魅力ある観光地、特産品、歴史・文化、自然、産業など、数多くの地
域資産から連想されるイメージの総体であり、ひろしまに対する人々の評価。

22、45、46、79、
94、96

「ひろしまユニコーン10」
プロジェクト

ひろしまゆにこーんてん
ぷろじぇくと

広島からユニコーン企業（※）を10年間で10社創出することを目標とし、世界に
羽ばたき急成長するスタートアップ企業を応援するプロジェクト。
※　広島県が目指す「ユニコーン」は、「創業10年以内」「テック系企業」「未上
場」にはこだわらず、時価総額10億ドル以上への急成長を志向する企業

4

フレイル ふれいる
Frailty（虚弱）の日本語訳。健康な状態と要介護状態の中間に位置し、身体的
機能や認知機能の低下が見られる状態。

60

放課後児童クラブ ほうかごじどうくらぶ
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、
授業の終了後等に適切な遊び及び生活の場を提供するための施設。

18、51、53、54

防災上危険が懸念される
地域の居住人口

ぼうさいじょうきけんがけ
ねんされるちいきのきょ
じゅうじんこう

県内の土砂災害特別警戒区域内の居住人口。現状値は令和２年国勢調査
データを基に推計。

99

防災リーダー ぼうさいりーだー
地域の防災活動の中心的な担い手となる人材として、防災に関する講座等を
受講し、市町に認定された者。

69、70

MaaS まーす
Mobility as a Service の略。出発地から目的地までの移動ニーズに対して円
滑な接続等による最適な移動手段を提供するなど、移動を単なる手段としてで
はなく、利用者にとっての一元的なサービスとして捉える概念。

104、105

メディアリテラシー めでぃありてらしー
情報メディアを批判的に読み解いて必要な情報を引き出し、その真偽を見抜
き、活用する能力。

58

ヤングケアラー やんぐけあらー
家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められる子ど
も・若者。

18、51、54

128



用語 かな表記 語義 該当頁

輸送モード ゆそうもーど 貨物を輸送する際の、トラック、船舶、鉄道、航空などの輸送手段。 105

ランサムウェア らんさむうぇあ
「Ransom（身代金）」と「Software（ソフトウェア）」を組み合わせた造語。感染し
たパソコンに特定の制限をかけ、その制限の解除と引き換えに金銭を要求す
る挙動をとる不正プログラム。

11

リスキリング りすきりんぐ

外部環境の変化（DX等）による新たな業務需要の拡大と減少に対応して、企
業等の経営戦略や人材戦略のもと、企業の主導によって、従業員が今後の新
たな業務などで必要となる知識やスキルを習得し、活用（業務を創造・高度化）
すること。

88、89、90

林業経営適地 りんぎょうけいえいてきち
現場条件が良く、一定規模の面積としてまとまっており、地域の関係者により
持続的な林業経営を行う場所として設定された森林。

94、96、97

ワンウェイプラスチック わんうぇいぷらすちっく
一度だけ使用して廃棄する、繰り返し使わないプラスチック製品。コンビニや
スーパーでもらうスプーンやストロー、ホテルの歯ブラシなど。

78
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